
○岡山県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療被保険者資格証明書交付等要綱 

 

平成２０年４月１日  

広域連合告示第６号  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下

「法」という。）その他法令に定めがあるもののほか、岡山県後期高齢者医療広域連合

が後期高齢者医療の保険料を滞納している被保険者に対して行う法第５４条第４項の規

定による被保険者証の返還の求め、同条第７項の規定による被保険者資格証明書の交付、

法第８２条第１項の規定による特別療養費の支給、法第９２条第１項の規定による後期

高齢者医療給付の支払の一時差止等（以下「被保険者資格証明書の交付等」という。）

に関して必要な事項を定めるものとする。 

 （被保険者証の返還を求める被保険者） 

第２条 保険料を滞納している被保険者が、当該保険料の納期限（法第１０９条の規定に

よる市町村（岡山県後期高齢者医療広域連合を組織する市町村をいう。以下同じ。）の

条例で定めるところにより普通徴収の方法によって徴収する保険料の納期又は市町村が

納入の通知をした保険料の納期に係る納期限をいう。以下同じ。）から高齢者の医療の

確保に関する法律施行規則（平成１９年厚生労働省令第１２９号。以下「施行規則」と

いう。）第１４条で定める期間が経過するまでの間に保険料を納付しない場合において

は、当該被保険者が次の各号のいずれかに該当する場合を除き、当該被保険者に対し被

保険者証の返還を求めるものとする。 

(1) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）による一般

疾病医療費の支給その他施行規則第１３条各号に定める医療に関する給付（以下「原

爆一般疾病医療費の支給等」という。）を受けることができるとき。 

(2) 当該保険料の滞納につき災害その他の高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平

成１９年政令第３１８号。以下「令」という。）第４条各号に定める特別の事情（第

３条から第５条までにおいて「特別の事情」という。）があると認められるとき。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、被保険者証の返還を求めることが適当でないと広域連

合長が認めるとき。 

（原爆一般疾病医療費の支給等に関する届出及び特別の事情に関する届出） 

第３条 前条の規定により被保険者に被保険者証の返還を求めようとする場合にあっては、

当該被保険者に対し、事前に、原爆一般疾病医療費の支給等に関する所定の届書及び特

別の事情に関する所定の届書の提出を求めるものとする。 

２ 前項の規定による届出の求めがあった場合において、原爆一般疾病医療費の支給等を

受けることができる被保険者は、所定の事項を記載した前項の原爆一般疾病医療費の支

給等に関する届書に原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者であることを

証する書類を添付して、広域連合長に提出しなければならない。ただし、原爆一般疾病

医療費の支給等を受けることができる者であることを公簿等によって確認することがで

きるときは、当該届出を省略させることができる。 



３ 第１項の規定による届出の求めがあった場合において、特別の事情がある被保険者は、

所定の事項を記載した前項の特別の事情に関する届書に特別の事情があることを明らか

にする書類を添付して、広域連合長に提出しなければならない。 

 （特別の事情の認定） 

第４条 前条第３項の規定による届出があった場合において、特別の事情の認定は、客観

的かつ公平に判断するため、資格証明書交付等判定委員会に諮り、その判定により行う

ものとする。ただし、緊急かつやむを得ない理由があると認められるときは、この限り

でない。 

（弁明の機会の付与） 

第５条 第２条の規定により被保険者に被保険者証の返還を求めようとする場合において、

当該被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該被保険者に対し、事前に、

行政手続法（平成５年法律第８８号）に基づく弁明の機会の付与の通知を行い、期限を

定めて弁明書の提出を求めるものとする。 

(1) 第３条第２項又は第３項の規定による届出がなかったとき。 

(2) 第３条第２項の規定による届出があり原爆一般疾病医療費の支給等を受けることが

できる者であることが認められなかったとき。 

(3) 第４条本文の手続において特別の事情があることが認められなかったとき、又は 

同条ただし書の規定により同条本文の手続を取らなかったとき。 

（被保険者証の返還を求める被保険者の決定） 

第６条 第２条の規定により被保険者証の返還を求める被保険者は、前条に規定にする弁

明書を期限までに提出しなかった者又は弁明書の提出が期限までにあり当該弁明書の弁

明内容の正当性が認められなかった者とし、その決定は、客観的かつ公平に判断するた

め、第４条に規定する資格証明書交付等判定委員会に諮り、その判定により行うものと

する。 

 （被保険者証の返還） 

第７条 前条の規定により被保険者証の返還を求める被保険者を決定した場合において、

当該被保険者に対し第２条の規定による被保険者証の返還を求めるに当たっては、あら

かじめ、所定の書面により当該被保険者に通知するものとする。 

（被保険者資格証明書の交付） 

第８条 前条の規定により被保険者証の返還を求められた被保険者が被保険者証を返還し

たとき（施行規則第１５条第２項の規定により当該被保険者証が返還されたものとみな

すことができる場合を含む。）は、当該被保険者に対し、被保険者資格証明書を交付す

る。 

（被保険者資格証明書の有効期限） 

第９条  被保険者資格証明書の有効期限は、当該被保険者の納付状況等に即して決定する

ものとする。 

（被保険者資格証明書の交付日） 

第１０条  被保険者資格証明書の交付日は、第８条の規定により被保険者に対し被保険者

資格証明書を交付する場合にあっては当該被保険者が被保険者証を返還した日の翌日と

し、次条の規定による被保険者資格証明書の更新により被保険者資格証明書を交付する



場合にあっては当該被保険者資格証明書の有効期限満了日の翌日とする。 

（被保険者資格証明書の更新） 

第１１条  第９条の規定による被保険者資格証明書の有効期限満了後においても、なお第

２条の規定による被保険者証の返還を求める被保険者に該当すると認めるときは、当該

被保険者に対し、引き続き被保険者資格証明書を交付するものとする。 

２ 第３条及び第４条の規定は、前項の場合において準用する。この場合において、第３

条第１項中「前条の規定により被保険者に被保険者証の返還を求めようとする」とある

のは「第１１条第１項の規定により被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者に

引き続き被保険者資格証明書を交付しようとする」と読み替えるものとする。 

（被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者に係る被保険者証の交付） 

第１２条  被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者が滞納している保険料を完納

したとき、若しくはその者に係る滞納額の著しい減少、災害その他の令第５条において

準用する令第４条各号に定める特別の事情があると認めるとき、又はその者が原爆一般

疾病医療費の支給等を受けることができる者であることを確認したときは、当該被保険

者に対し、被保険者証を交付するものとする。 

２ 第３条及び第４条の規定は、前項の場合において準用する。この場合において、第３

条第１項中「前条の規定により被保険者に被保険者証の返還を求めようとする」とある

のは「第１２条第１項の規定により被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者に

被保険者証を交付しようとする」と、「特別の事情」とあるのは「令第５条において準

用する令第４条各号に定める特別の事情（以下「特別の事情」という。）」と読み替え

るものとする。 

３ 第１項の規定によるその者に係る滞納額の著しい減少の認定が困難な場合において、

当該滞納額の著しい減少の認定は、第４条に規定する資格証明書交付等判定委員会に諮

り、その判定により行うことができるものとする。 

（被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者に係る特別療養費の支給） 

第１３条 被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者が、保険医療機関等（健康保

険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関又は保

険薬局をいう。）又は指定訪問看護事業者（健康保険法第８８条第１項に規定する指定

訪問看護事業者をいう。）について療養を受け、その療養に要した費用の全額を支払っ

た場合において、当該被保険者から施行規則第５４条の規定による特別療養費の支給の

申請があったときは、当該被保険者に対し、法第８２条第１項の規定により特別療養費

を支給するものとする。 

（後期高齢者医療給付の支払の一時差止） 

第１４条 後期高齢者医療給付を受けることができる被保険者が保険料を滞納しており、

かつ、保険料の納期限から施行規則第７２条で定める期間が経過するまでの間に当該保

険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の令第１７条に

おいて準用する令第４条各号に定める特別の事情があると認められる場合を除き、施行

規則第７４条で定めるところにより、法第９２条第１項の規定により後期高齢者医療給

付の全部又は一部の支払を一時差し止めるものとする。 

２ 第３条及び第４条の規定は、前項の場合において準用する。この場合において、第３



条中「前条の規定により被保険者に被保険者証の返還を求めようとする」とあるのは「第

１４条第１項の規定により後期高齢者医療給付を受けることができる被保険者に後期高

齢者医療給付の全部又は一部の支払を一時差し止めようとする」と、「特別の事情」と

あるのは「令第１７条において準用する令第４条各号に定める特別の事情（以下「特別

の事情」という。）」と読み替えるものとする。 

（後期高齢者医療給付の支払の一時差止の解除） 

第１５条 後期高齢者医療給付の全部又は一部の支払の一時差止がなされている被保険者

が滞納している保険料を完納したとき、滞納している保険料につきその額が著しく減少

したとき、又は当該保険料の滞納につき災害その他の令第１７条において準用する令第

４条各号に定める特別の事情があると認めるときは、当該被保険者に対し、後期高齢者

医療給付の全部又は一部の支払の一時差止を解除するものとする。 

２ 第３条及び第４条の規定は、前項の場合において準用する。この場合において、第３

条中「前条の規定により被保険者に被保険者証の返還を求めようとする」とあるのは「第

１５条第１項の規定により後期高齢者医療給付の全部又は一部の支払の一時差止がなさ

れている被保険者に当該一時差止を解除しようとする」と、「特別の事情」とあるのは

「令第１７条において準用する令第４条各号に定める特別の事情（以下「特別の事情」

という。）」と読み替えるものとする。 

（一時差止に係る後期高齢者医療給付額からの滞納保険料額の控除） 

第１６条  被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者であって後期高齢者医療給付

の全部又は一部の支払の一時差止がなされているものが、なお滞納している保険料を納

付しない場合においては、施行規則第７５条で定めるところにより、あらかじめ、当該

被保険者に通知して、当該一時差止に係る後期高齢者医療給付の額から当該被保険者が

滞納している保険料額を控除することができるものとする。 

（納付相談等の継続） 

第１７条  被保険者資格証明書の交付を受けている被保険者、及び後期高齢者医療給付の

全部又は一部の支払の一時差止がなされている被保険者に対しては、納付相談等を継続

して行い、滞納保険料の自主的な納付を促進するものとする。 

（その他） 

第１８条  この要綱に定めるもののほか、被保険者資格証明書の交付等に関し必要な事項

は、広域連合長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 


